
 

第2号様式(第6条関係) 

処分基準整理票 

処分の内容 支援給付の変更処分 

根拠法令及び条項 

・中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中

国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律

（以下「中国残留邦人支援法」という。）第14条及び第15条 

・生活保護法第25条第2項、第28条第5項及び第62条第3項 

処
分
基
準 

■有(第5条において準用する第3条第1項に該当する場合を含む。) 

□無(根拠：第5条において準用する第3条第2項第 号に該当) 

公表 ■する □しない(公表しない場合の根拠：第7条第2項第 号に該当) 

【内容】(※処分基準を公表する場合のみ記載すること。) 

・中国残留邦人支援法第14条第4項により、生活保護法の規定の例によるとさ

れた生活保護法第3条、第4条、第8条～第15条、第25条第2項、第28条第5

項及び第62条第3項及び中国残留邦人支援法第15条第3条により同法第14条

第4項を準用するとされた生活保護法第3条、第4条、第8条～第15条、第25

条第2項、第28条第5項及び第62条第3項（別紙参照） 

※以下の各通知は中央法規編「生活保護手帳」に掲載 

・厚生労働省告示 昭和38年4月1日 厚生省告示第158号 

（改正 平成26年3月31日 第136号による改正まで） 

・厚生労働事務次官通知 第1～3、第6～8及び第10 

・厚生労働省社会・援護局長通知 第1、第3及び4、第6～8、第11-2-(4)並び

に第11-4-(6) 

・厚生労働省社会・援護局保護課長通知 第1の4～9、第3の6～23、第4の1、

第7の1～97、第8の1～61、第10の1～19並びに第11の1及び2 

処分基準 

設定年月日 
年  月  日 

処 分 基 準 

最終変更年月日 
年  月  日 

所管部署     福祉部    保護第一課 

備考  

注 処分基準が法令に具体的に規定されているため処分基準を設定する必要が

ない場合は、その旨及び当該法令の定めを処分基準の内容欄に記載すること。  



 

○中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及

び特定配偶者の自立の支援に関する法律 

(平成六年四月六日) 

(法律第三十号) 

(支援給付の実施) 

第十四条 この法律による支援給付(以下「支援給付」という。)は、特定中国残留

邦人等であって、その者の属する世帯の収入の額(その者に支給される老齢基礎年

金その他に係る厚生労働省令で定める額を除く。)がその者(当該世帯にその者の

特定配偶者、その者以外の特定中国残留邦人等その他厚生労働省令で定める者が

あるときは、これらの者を含む。)について生活保護法(昭和二十五年法律第百四

十四号)第八条第一項の基準により算出した額に比して不足するものに対して、そ

の不足する範囲内において行うものとする。 

2 支援給付の種類は、次のとおりとする。 

一 生活支援給付 

二 住宅支援給付 

三 医療支援給付 

四 介護支援給付 

五 その他政令で定める給付 

3 支援給付を受けている特定中国残留邦人等であって、その者の属する世帯にそ

の者の特定配偶者があるものが死亡した場合において、当該特定中国残留邦人等

の死亡後も当該特定配偶者の属する世帯の収入の額(厚生労働省令で定める額を

除く。)が当該特定配偶者(当該世帯に厚生労働省令で定める者があるときは、そ

の者を含む。)について生活保護法第八条第一項の基準により算出した額に比して

継続して不足するときは、当該世帯に他の特定中国残留邦人等がある場合を除き、

当該特定配偶者に対して、厚生労働省令で定めるところにより、支援給付を行う

ものとする。ただし、当該特定配偶者が当該死亡後に婚姻したとき(婚姻の届出を

していないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者となったときを含む。)は、

この限りでない。 

4 この法律に特別の定めがある場合のほか、支援給付については、生活保護法の

規定の例による。 



 

5 支援給付の実施に当たっては、特定中国残留邦人等及び特定配偶者の置かれて

いる事情に鑑み、特定中国残留邦人等及び特定配偶者が日常生活又は社会生活を

円滑に営むことができるようにするために必要な配慮をして、懇切丁寧に行うも

のとする。 

6 支援給付については、政令で定めるところにより、支援給付を生活保護法によ

る保護とみなして、国民健康保険法(昭和三十三年法律第百九十二号)その他政令

で定める法令の規定を適用する。 

7 前項に定めるもののほか、支援給付に関する事項に係る他の法令の規定の適用

に関し必要な事項は、政令で定める。 

8 前各項に定めるもののほか、支援給付の実施に関し必要な事項は、厚生労働省

令で定める。 

(平一九法一二七・追加、平二五法一〇六・一部改正) 

(配偶者支援金の支給) 

第十五条 この法律による配偶者支援金の支給は、前条第三項の規定により支援給

付を受ける権利を有する特定配偶者に対して行うものとする。 

2 配偶者支援金は、月を単位として支給するものとし、その月額は、国民年金法

第二十七条本文に規定する老齢基礎年金の額(同法第二十七条の三又は第二十七

条の五の規定により改定した同法第二十七条に規定する改定率を乗じて得たもの

に限る。)を十二で除して得た額に三分の二を乗じた額とする。 

3 前条第四項、第五項及び第七項の規定は、配偶者支援金の支給について準用す

る。 

4 国は、政令で定めるところにより、市町村及び都道府県が支弁した配偶者支援

金の支給に要する費用を負担しなければならない。 

5 前各項に定めるもののほか、配偶者支援金の支給に関し必要な事項は、厚生労

働省令で定める。 

(平二五法一〇六・追加) 

 

 

○生活保護法 

(昭和二十五年五月四日) 



 

(法律第百四十四号) 

(最低生活) 

第三条 この法律により保障される最低限度の生活は、健康で文化的な生活水準を

維持することができるものでなければならない。 

(保護の補足性) 

第四条 保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力その他あらゆる

ものを、その最低限度の生活の維持のために活用することを要件として行われる。 

2 民法(明治二十九年法律第八十九号)に定める扶養義務者の扶養及び他の法律に

定める扶助は、すべてこの法律による保護に優先して行われるものとする。 

3 前二項の規定は、急迫した事由がある場合に、必要な保護を行うことを妨げる

ものではない。 

(基準及び程度の原則) 

第八条 保護は、厚生労働大臣の定める基準により測定した要保護者の需要を基と

し、そのうち、その者の金銭又は物品で満たすことのできない不足分を補う程度

において行うものとする。 

2 前項の基準は、要保護者の年齢別、性別、世帯構成別、所在地域別その他保護

の種類に応じて必要な事情を考慮した最低限度の生活の需要を満たすに十分なも

のであつて、且つ、これをこえないものでなければならない。 

(平一一法一六〇・一部改正) 

(必要即応の原則) 

第九条 保護は、要保護者の年齢別、性別、健康状態等その個人又は世帯の実際の

必要の相違を考慮して、有効且つ適切に行うものとする。 

(世帯単位の原則) 

第十条 保護は、世帯を単位としてその要否及び程度を定めるものとする。但し、

これによりがたいときは、個人を単位として定めることができる。 

(種類) 

第十一条 保護の種類は、次のとおりとする。 

一 生活扶助 

二 教育扶助 

三 住宅扶助 



 

四 医療扶助 

五 介護扶助 

六 出産扶助 

七 生業扶助 

八 葬祭扶助 

2 前項各号の扶助は、要保護者の必要に応じ、単給又は併給として行われる。 

(平九法一二四・一部改正) 

(生活扶助) 

第十二条 生活扶助は、困窮のため最低限度の生活を維持することのできない者に

対して、左に掲げる事項の範囲内において行われる。 

一 衣食その他日常生活の需要を満たすために必要なもの 

二 移送 

(教育扶助) 

第十三条 教育扶助は、困窮のため最低限度の生活を維持することのできない者に

対して、左に掲げる事項の範囲内において行われる。 

一 義務教育に伴つて必要な教科書その他の学用品 

二 義務教育に伴つて必要な通学用品 

三 学校給食その他義務教育に伴つて必要なもの 

(住宅扶助) 

第十四条 住宅扶助は、困窮のため最低限度の生活を維持することのできない者に

対して、左に掲げる事項の範囲内において行われる。 

一 住居 

二 補修その他住宅の維持のために必要なもの 

(医療扶助) 

第十五条 医療扶助は、困窮のため最低限度の生活を維持することのできない者に

対して、左に掲げる事項の範囲内において行われる。 

一 診察 

二 薬剤又は治療材料 

三 医学的処置、手術及びその他の治療並びに施術 

四 居宅における療養上の管理及びその療養に伴う世話その他の看護 



 

五 病院又は診療所への入院及びその療養に伴う世話その他の看護 

六 移送 

(平六法五六・一部改正) 

(介護扶助) 

第十五条の二 介護扶助は、困窮のため最低限度の生活を維持することのできない

要介護者(介護保険法(平成九年法律第百二十三号)第七条第三項に規定する要介護

者をいう。第三項において同じ。)に対して、第一号から第四号まで及び第八号に

掲げる事項の範囲内において行われ、困窮のため最低限度の生活を維持すること

のできない要支援者(同条第四項に規定する要支援者をいう。第六項において同

じ。)に対して、第五号から第八号までに掲げる事項の範囲内において行われる。 

一 居宅介護(居宅介護支援計画に基づき行うものに限る。) 

二 福祉用具 

三 住宅改修 

四 施設介護 

五 介護予防(介護予防支援計画に基づき行うものに限る。) 

六 介護予防福祉用具 

七 介護予防住宅改修 

八 移送 

2 前項第一号に規定する居宅介護とは、介護保険法第八条第二項に規定する訪問

介護、同条第三項に規定する訪問入浴介護、同条第四項に規定する訪問看護、同

条第五項に規定する訪問リハビリテーション、同条第六項に規定する居宅療養管

理指導、同条第七項に規定する通所介護、同条第八項に規定する通所リハビリテ

ーション、同条第九項に規定する短期入所生活介護、同条第十項に規定する短期

入所療養介護、同条第十一項に規定する特定施設入居者生活介護、同条第十二項

に規定する福祉用具貸与、同条第十五項に規定する定期巡回・随時対応型訪問介

護看護、同条第十六項に規定する夜間対応型訪問介護、同条第十七項に規定する

認知症対応型通所介護、同条第十八項に規定する小規模多機能型居宅介護、同条

第十九項に規定する認知症対応型共同生活介護、同条第二十項に規定する地域密

着型特定施設入居者生活介護及び同条第二十二項に規定する複合型サービス並び

にこれらに相当するサービスをいう。 



 

3 第一項第一号に規定する居宅介護支援計画とは、居宅において生活を営む要介

護者が居宅介護その他居宅において日常生活を営むために必要な保健医療サービ

ス及び福祉サービス(以下この項において「居宅介護等」という。)の適切な利用

等をすることができるようにするための当該要介護者が利用する居宅介護等の種

類、内容等を定める計画をいう。 

4 第一項第四号に規定する施設介護とは、介護保険法第八条第二十一項に規定す

る地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、同条第二十六項に規定する介護

福祉施設サービス及び同条第二十七項に規定する介護保健施設サービスをいう。 

5 第一項第五号に規定する介護予防とは、介護保険法第八条の二第二項に規定す

る介護予防訪問介護、同条第三項に規定する介護予防訪問入浴介護、同条第四項

に規定する介護予防訪問看護、同条第五項に規定する介護予防訪問リハビリテー

ション、同条第六項に規定する介護予防居宅療養管理指導、同条第七項に規定す

る介護予防通所介護、同条第八項に規定する介護予防通所リハビリテーション、

同条第九項に規定する介護予防短期入所生活介護、同条第十項に規定する介護予

防短期入所療養介護、同条第十一項に規定する介護予防特定施設入居者生活介護、

同条第十二項に規定する介護予防福祉用具貸与、同条第十五項に規定する介護予

防認知症対応型通所介護、同条第十六項に規定する介護予防小規模多機能型居宅

介護及び同条第十七項に規定する介護予防認知症対応型共同生活介護並びにこれ

らに相当するサービスをいう。 

6 第一項第五号に規定する介護予防支援計画とは、居宅において生活を営む要支

援者が介護予防その他身体上又は精神上の障害があるために入浴、排せつ、食事

等の日常生活における基本的な動作の全部若しくは一部について常時介護を要し、

又は日常生活を営むのに支障がある状態の軽減又は悪化の防止に資する保健医療

サービス及び福祉サービス(以下この項において「介護予防等」という。)の適切

な利用等をすることができるようにするための当該要支援者が利用する介護予防

等の種類、内容等を定める計画であつて、介護保険法第百十五条の四十六第一項

に規定する地域包括支援センターの職員のうち同法第八条の二第十八項の厚生労

働省令で定める者が作成したものをいう。 

(平九法一二四・追加、平一七法七七・平一八法八三・平二〇法四二・平二

三法七二・平二五法一〇四・一部改正) 


